宗教法人事務所備付け書類の書式例
　この書式例は原稿としてお使いいただくものですので、直接記入したりしないでください。毎年の書類作成には必要箇所を適宜コピーするなどして複製したものを御活用ください。

◎会計年度終了後４ヶ月以内に、

山形県（地域の総合支庁）に提出してください。

〔この書式例及び事務所備付け書類について〕

１　事務所備え付け書類の書式について

この書式例は、次の書類の作成にあたり、参考となる書式を例示したものです。また、必ずしもこの書式例によらなくとも、必要事項が漏れなく記載されるものであれば、包括団体、宗派、各宗教法人の任意の書式によるもので構いません。

(1) 次の(2)～(7)の書類の写しを所轄庁（山形県知事）に提出する際の表紙

(2) 役員名簿（代表役員名簿、責任役員名簿、その他の役員名簿）

(3) 財産目録

(4) 収支計算書

(5) 貸借対照表

(6) 境内建物に関する書類（財産目録に記載されない境内建物）

(7) 事業に関する書類（宗教法人法第６条の規定による事業を行っている場合）

２　事務所備付け書類の写しの所轄庁への提出について

宗教法人は、毎会計年度終了後４月以内に、宗教法人法第２５条第２項の事務所備付け書類のうち、次の書類の写しを、所轄庁である山形県知事に提出しなければならないことになっています。

(1) 役員名簿（代表役員名簿、責任役員名簿、その他の役員名簿）

(2) 財産目録

(3) 収支計算書

(4) 貸借対照表（作成している場合に限る。）

(5) 境内建物に関する書類（財産目録に記載されない境内建物がある場合に限る。）

(6) 事業に関する書類（宗教法人法第６条の規定による事業を行っている場合に限る。）

３　事務所備付け書類の作成にあたっての留意事項について

事務所備付け書類は、宗教法人の規模の大小に関わりなく、必ず作成し、備え付けられなければなりません。また、作成及び備え付けにあたっては、次の点に十分に留意する必要があります。

(1) 宗教法人は、毎年、財産目録及び収支計算書を作成しなければなりません。また、事務所には、常に、①規則及び認証書、②役員名簿、③財産目録及び収支計算書並びに貸借対照表を作成している場合には貸借対照表、④境内建物（財産目録に記載されているものを除く。）に関する書類、⑤責任役員その他規則で定める機関の議事に関する書類及び事務処理簿、⑥宗教法人法第６条の規定による事業を行う場合にはその事業に関する書類、といった書類及び帳簿を備えなければならないことになっています。

(2) 宗教法人の運営は、常に規則の定めるところに従って行われなければなりませんので、所轄庁の認証を受けた「規則」とそれを証明する「認証書」を備え付けておき、規則による法人運営の適法性が常時確認できる状態にしておきます。所轄庁の認証を受けた規則、変更の認証を受けた規則、それぞれの認証書を年月日の順序につづり、保存します。もし、紛失した場合は、所轄庁から謄本の交付を受けて備え付けておきます。また、規則変更の認証を受けたときは、従前の規則（所轄庁の認証済の押印のある規則そのものではなく、事務用に作成した規則の写し）を加除訂正し、常に最新の規則を事務所に備えておきます。変更事項が多く、見にくくなったときは、変更事項を綴り込んだ形の最新の規則にしておき、いつでも、その時点の法人の規則の内容が分かるようにしておく必要があります。

(3) 宗教法人の運営は、責任役員等の役員により行われるものですので、常時、現在の役員が誰であるかを把握できるように「役員名簿」を整備しておきます。特に、代表役員以外の役員は登記事項ではないので、一層その必要性があると言えます。代表役員、責任役員（代務者及び仮代表役員、仮責任役員を含む。）のほか、規則で定める機関（監事、総代等）の役員の分類毎に住所、氏名、就任・退任年月日、任期などを記載します。重任の場合も、就任年月日を含めて必ず記載します。

(4) 「財産目録」とは、会計年度末現在における宗教法人の保有するすべての資産（土地、建物、動産、現金等）とすべての負債（借入金等）の内容とを、種類、性質ごとに整理したもので、宗教法人の財産状態を明らかにする重要な決算書類です。（資産総額から負債総額を控除した金額が正味財産になる。）

(5) 「収支計算書」とは、会計年度のすべての収入、支出の明細表であり、予算と対比することにより、予算の執行状況を明らかにする書類です。平成７年の法改正により、従来作成が任意であった収支計算書について、これを作成し、事務所に備えなければならないこととされました。ただし、当分の間、公益事業以外の事業を行わない場合であって、一会計年度の収入の額が寡少である額として文部大臣が宗教法人審議会の意見を聞いて定める額の範囲内（８千万円）にあるときは、収支計算書を作成しないことができることとされました。

(6) 「貸借（たいしゃく）対照表」とは、資産、負債の明細を一定の区分、配列により記載した書類です。財産目録が個々の財産の面積、金額等の明細を表示するのに対し、貸借対照表は、それを基に土地、建物等の区分にまとめ、その金額の合計を表示することにより法人の財政状況を明らかにするものです。

(7) 「境内建物（財産目録に記載されているものを除く。）に関する書類」とは、境内建物の名称、所在地、面積、用途などを記載する書類です。宗教法人が境内建物を所有している場合は、それが財産目録に記載されますが、貸借契約などによる場合は、通常、財産目録に記載がされないため、宗教法人の財産目録に記載されていない境内建物がある場合に限って、この書類を事務所に備える必要があります。

(8) 宗教法人の意思は、責任役員（会）その他規則で定める機関で決定されますので、後日証拠資料として議事（会議の経過と決定した事項）に関する書類（議事録）を記録として残しておく必要があります。議事録の末尾には、決定に参加した役員全員が、後日議事内容を確認の上署名しておきます。総代会等で出席者が多数の場合は、会議の際にあらかじめ議事録著名人を数人選定しておくことが望ましいといえます。議事録は、機関毎に日付順につづり込み保存します。

(9) 「事務処理簿」には、①責任役員会等の諸会議その他日常事務や包括宗教団体、所轄庁、登記所その他の行政官庁などとの対外関係事務に関する事務処理の経過を記載します「処務日誌」と②内務決裁文書、発信文書、受信文書の件名等を記載する「文書処理簿」等があります。また、文書は、「文書処理簿」に日付順に綴り込んでおくこと。事務処理簿は、宗教法人の管理運営に関します事務を処理した経過を簡潔に記録しておき、後日の参考とするため、備えるものです。

　　年　　月　　日

山形県知事　　殿

	事務所の

所在地
	〒　　　－

	（ふりがな）

名称
	（）



	代表役員
	

	会計年度
	毎年    月    日から    月    日まで


宗教法人事務所備付け書類の写しの提出について

　宗教法人法第２５条第４項の規定により、次の事務所備付け書類の写しを提出します。

	書類名（提出する書類の番号を○で囲む）
	備　　　　　考

	１　役員名簿の写し
	　必ず作成して備え付け、その写しを提出する必要があります。

　最新のものの写しを提出します。

	２　財産目録の写し
	　必ず作成して備え付け、その写しを提出する必要があります。

　会計年度終了後３か月以内に作成したものの写しを提出します。

	３　収支計算書の写し
	　次のいずれかに該当する場合は作成して備え付け、その写しを提出する必要があります。

　①公益事業以外の事業を行っているとき

　②年間収支が８千万円を超えるとき

　③実際に収支計算書を作成しているとき

	４　貸借対照表の写し
	　実際に作成して備え付けている場合は、その写しを提出する必要があります。

	５　境内建物（財産目録に記載されないも

　　の）に関する書類の写し
	　賃貸借又は使用貸借により、財産目録に記載されない境内建物がある場合に作成して備え付け、その写しを提出する必要があります。

	６　公益事業その他の事業に関する書類の

　　写し
	　本来の宗教活動のほか、公益事業や収益事業を行っている場合に事業の種類ごとに作成し備え付け、その写しを提出する必要があります。
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宗教法人「　　　　　　　　　　　　」
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〔記入上の注意〕

1 資格欄は、代表役員、代表役員代務者、仮代表役員の区別を記入します。なお、宮司、住職、教会長など他に占める職については、備考欄に記入します。

2 氏名欄は、戸籍上の姓名を記入し、ふりがなをつけます。僧名がある場合は（　）書きで付記し、ふりがなをつけます。

3 住所欄は、住民登録をしてある現住所を記入します。

4 就任年月日は、規則の定めにより選定され、その受諾をした日を記入します。

5 退任年月日は、死亡の日、辞任した日、解任の日（通知のあった日）等を記入します。

6 包括団体への届出等については、その年月日等を備考欄に記入します。

7 退任者は赤複線で抹消します。

8 任期は、規則の定めるところにより記入します。

9 補欠として就任したときは、その旨を備考欄に記入します。

10 代表役員が変更（重任）した場合は、登記後その抄本によって退任の欄に記入し、備考欄にその理由を記入し、必ず行を改めて氏名、就任年月日、登記年月日等を記入します。

11 登記は、変更があれば２週間以内に行い、登記完了後直ちにその謄本または抄本を添えて、その旨を所轄庁に届け出るとともに、その年月日を記入します。（仮代表役員は登記は不要です。）
宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

責任役員名簿

（任期　　年、代表役員を除く責任役員定数　　人）

	資格
	 eq \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏　　名)
	生年月日
	住　　所
	就　任

年月日
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〔記入上の注意〕

1 「責任役員名簿」には代表役員以外の責任役員について記載します。

2 資格欄は、責任役員、責任役員代務者、仮責任役員の区別を記入します。なお、総代、信徒、干与人、法類などの区別について、備考欄に記入します。

3 氏名欄は、戸籍上の姓名を記入し、ふりがなをつけます。僧名がある場合は（　）書きで付記し、ふりがなをつけます。

4 住所欄は、住民登録をしてある現住所を記入します。

5 就任年月日は、規則の定めにより選定され、その受諾をした日を記入します。

6 退任年月日は、死亡の日、辞任した日、解任の日（通知のあった日）等を記入します。

7 包括団体への届出等については、その年月日等を備考欄に記入します。

8 退任者は赤複線で抹消します。

9 任期は、規則の定めるところにより記入します。

10 補欠として就任したときは、その旨を備考欄に記入します。

宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　名簿

（任期　　年、定数　　人）

	 eq \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏　　名)
	生年月日
	住　　所
	就　任

年月日
	就　任

年月日
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年月日
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〔記入上の注意〕

1 備考には団体内部における役職名を記入します。

2 氏名欄は、戸籍上の姓名を記入し、ふりがなをつけます。

3 住所欄は、住民登録をしてある現住所を記入します。

4 就任年月日は、規則の定めにより選定され、その受諾をした日を記入します。

5 退任年月日は、死亡の日、辞任した日、解任の日（通知のあった日）等を記入します。

6 包括団体への届出等については、その年月日等を備考欄に記入します。

7 退任者は赤複線で抹消します。

8 任期は、規則の定めるところにより記入します。

9 補欠として就任したときは、その旨を備考欄に記入します。

宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

財産目録

（　　年　　月　　日）

	区分・種類
	数　量
	金　　　額
	備　考

	（資産の部）

	特

別

財

産
	
	
	
	
	

	
	特　　別　　財　　産　　計　　(ｲ)
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	基　　本　　財　　産　　計　　(ﾛ)
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	普　　通　　財　　産　　計　　(ﾊ)
	
	

	資　　産　　合　　計　　（Ａ）
	
	(ｲ)＋(ﾛ)＋(ﾊ)

	（負債の部）

	負

債
	
	
	
	
	

	負　　債　　合　　計　　（Ｂ）
	
	

	正　味　財　産（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
	
	


〔記入上の注意〕

１　財産目録について

(1) 財産目録とは、一定の時点において、法人が保有するすべての資産（土地、建物、現金、預金等）とすべての負債（借入金等）について、その区分、種類ごとに一覧にし、法人の財産状況を明らかにしたものです。財産目録は、毎会計年度終了後３月以内に作成する必要があります。

(2) 財産目録中の特別財産とは、本尊、神像等、法人にとってかけがえのない宝物や、宗教活動に欠くことのできない重要な器具類である什物などで、法人において設定されたものをいいます。

(3) 基本財産とは、宗教活動を行っていく上に必要な財産的基礎となるもので、境内地、境内建物などの不動産のほか、基本財産として設定されている一定の基金などで、法人において設定されたものをいいます。

(4) 普通財産とは、特別財産、基本財産以外の資産をいい、法人の通常の活動に要する費用に充当すべき財産です。

(5) 財産の設定については、各法人の規則に記載されており、変更等（基本財産を普通財産にする場合など）を行う場合には、一般的に責任役員会の議決が必要となっていますので、よく規則を見て作成してください。

２　土地、建物の評価額について

土地、建物ともに取得時の価額がわかれば、その価額を記載します。取得時の価額がわからない場合は、土地については、固定資産課税台帳記載の価格や近傍類似価格又は路線価等を参考にします。また、建物の取得価額がわからないような場合には、可能な限り、合理的な方法によって価額を算定するよう努めてください。なお、どうしても算定が困難な場合には、「－」と記載することもやむを得ません。

３　仏像、宝物など評価額が算定できないものの評価額について

法人が自ら選定した仏像等の宝物については、特別財産として取り扱いますが、これらのものは、一般的に評価の対象となるものではありません。価額が評価できないような場合には「－」と記載してください。

４　什器、備品等の対象範囲について

什器及び備品は、財産台帳に記載されているものすべてが対象になりますが、基本的には、各法人ごとに判断すべきものです。あらかじめ、「１年以上の使用に耐えるもので、購入金額が○○円以上のものとする。」というように、什器、備品等に関する基準を法人内部で定めて、財産台帳で整理しておいてください。

５　境内建物、その他の建物の区分の考え方について

「境内建物」とは、法人が目的に沿った宗教活動を行うための建物のことを言います。なお、建物の保存登記がなされているかどうかは問いません。また、一般的に宗教活動以外の公益事業や、その他の事業に使用する建物（例えば車庫や倉庫など）については、「その他の建物」としてまとめて記載してください。

宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

　　年度収支計算書

（自　　年　　月　　日　至　　年　　月　　日）

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　目
	予算額
	決算額
	差　異
	備　考
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	２　会費収入
	
	
	
	

	
	３　寄付金収入
	
	
	
	

	
	４　助成金収入
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	２　資産管理収入
	
	
	
	

	
	１　資産運用収入
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	３　雑収入
	
	
	
	

	
	１　雑収入
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	４　繰入金収入
	
	
	
	

	
	１　繰入金収入
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	５　預り金
	
	
	
	

	
	１　源泉所得税
	
	
	
	

	
	２　住民税
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	当年度収入合計(A)
	
	
	
	

	前年度末現金預金(B)
	
	
	
	

	収入合計(C)=(A)+(B)
	
	
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　目
	予算額
	決算額
	差　異
	備　考

	科
	
	
	
	
	

	
	目
	
	
	
	

	１　宗教活動支出
	
	
	
	

	
	１　儀式行事費
	
	
	
	

	
	２　教化布教費
	
	
	
	

	
	３　慶弔費
	
	
	
	

	
	４　育成費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	２　法人管理支出
	
	
	
	

	
	１　会議費
	
	
	
	

	
	２　事務費
	
	
	
	

	
	３　負担金
	
	
	
	

	
	４　修繕費
	
	
	
	

	
	５　保険料
	
	
	
	

	
	６　公課費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	３　人件費
	
	
	
	

	
	１　給与手当
	
	
	
	

	
	２　社会保険料
	
	
	
	

	
	３　退職金
	
	
	
	

	
	４　福利厚生費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	４　借入金返済支出
	
	
	
	

	
	１　借入金返済
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	５　預り金支出
	
	
	
	

	
	１　源泉所得税
	
	
	
	

	
	２　住民税
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	当年度支出合計(D)
	
	
	
	

	当年度末現金預金(E)
	
	
	
	

	支出合計(F)=(D)+(E)
	
	
	
	


宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

貸借対照表

　年　　月　　日現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　　目
	金　　　　　　　　　　額

	Ⅰ　資産の部
	
	
	

	　１　流動資産
	
	
	

	　　　・現金預金
	
	
	

	　　　・未収入金
	
	
	

	　　　・貯蔵品
	
	
	

	　　　・仮払金
	
	
	

	　　　・
	
	
	

	　　　・
	
	
	

	　　　　　流動資産合計
	
	
	

	　２　固定資産
	
	
	

	　　　　基本財産
	
	
	

	　　　　・土地
	
	
	

	　　　　・建物
	
	
	

	　　　　・有価証券
	
	
	

	　　　　・
	
	
	

	　　　　・
	
	
	

	　　　　　　基本財産合計
	
	
	

	　　　　その他の固定資産
	
	
	

	　　　　・宝物及び什物
	
	
	

	　　　　・構築物
	
	
	

	　　　　・車両運搬具
	
	
	

	　　　　・器具備品
	
	
	

	　　　　・有価証券
	
	
	

	　　　　・
	
	
	

	　　　　・
	
	
	

	　　　　　　その他の固定資産合計
	
	
	

	　　　　　固定資産合計
	
	
	

	　　　　　資産合計
	
	
	

	Ⅱ　負債の部
	
	
	

	　１　流動負債
	
	
	

	　　　・未払金
	
	
	

	　　　・前受金
	
	
	

	　　　・預り金
	
	
	

	　　　・
	
	
	

	　　　　　流動負債合計
	
	
	

	　２　固定負債
	
	
	

	　　　・長期借入金
	
	
	

	　　　・
	
	
	

	　　　　　固定負債合計
	
	
	

	　　　　　負債合計
	
	
	

	Ⅲ　正味財産の部
	
	
	

	　　・正味財産
	
	
	

	　　　（うち基本金）
	
	
	

	　　　（うち当期正味財産増加額）
	
	
	

	　　　　　負債及び正味財産合計
	
	
	

	
	
	
	


宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

境内建物に関する書類

（財産目録に記載されない境内建物）

（　　年　　月　　日現在）

	境内建物の名称
	所　　在　　地
	面　積
	備　　　　　考

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借

	
	
	㎡
	用途（　　　　　　　　）

賃貸借　　使用貸借


宗教法人「　　　　　　　　　　　　」

事業に関する書類

（　　年　　月　　日現在）

１　名　　　称

２　事業所の所在地

３　事業の内容

４　法令等による認可等

　　　　許認可等行政庁名

　　　　 eq \o\ad(許認可等年月日,　　　　　　　　)
５　責任者氏名

６　 eq \o\ad(従業員数,　　　　　)


　　人（内訳　　　　　　　　　　　　　　　）

７　前年度の収支決算額

　　　　収入額


　　　　　　　　　　円

　　　　支出額


　　　　　　　　　　円

　　　　譲与額


　　　　　　　　　　円

８　収益の使途

